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大学教育における科学コミュニケーション活動への教員の意識
―九州大学の質問票調査より

○小林 俊哉（九州大学）

kobayashi.toshiya.303@m.kyushu-u.ac.jp 
 

はじめに

第 期科学技術・イノベーション基本計画の本

文 頁には「⑦市民参画など多様な主体の参画

による知の共創と科学技術コミュニケーション

の強化」という施策がうたわれている 。このよう

に、わが国では科学コミュニケーションの推進が

科学技術イノベーション政策の重要課題として

位置付けられている。若手研究者を育成する立場

にある大学院教員は、科学コミュニケーション活

動に大学院生が参画することに対して、どのよう

な意識を持っているのだろうか。発表者は、

年度と 年度に九州大学所属の文系・理系の

教員の科学コミュニケーションに対する意識を

質問票調査により実施した。その結果を基に上記

の実態について報告する。

１ 本研究の概要

本研究の成果の一部は、本学会の第 回年次

学術大会（ 年 月 日）において「 自

然科学・工学系研究者の科学コミュニケーション

に対する受容性―九州大学の質問票調査より」と

題する発表を行っている。そのため先行研究と質

問票調査の詳細については『第 回年次学術大

会講演要旨集 』（ ） をご参照いた

だければ幸いであるが、簡略な概要についてのみ

以下に再掲する。

先行研究と質問票調査の設計について

研究者の科学コミュニケーションに対する受

容性に関する先行研究としては、 年 月に

公表されたイギリス政府科学技術局とウェルカ

ム財団のジョイントレポートが存在する。同レポ

ートによると、研究者の科学コミュニケーション

活動の制約要因として、「時間的制約」、「同分野研

究者からの低評価（ピアレビュー）」などが挙げら

れている。わが国では、 年度に科学技術振興

機構（ ）科学コミュニケーションセンターが公

表した『研究者による科学コミュニケーション活

動に関するアンケート調査報告書』がある。同調

査は国内の研究者による科学コミュニケーショ

ン活動の実態や課題、科学コミュニケーション活

動の促進のために要請される支援を明らかにす

ることを目的として質問票調査を実施している。

同調査結果によると、半数以上の回答者に科学コ

ミュニケーション活動の経験があることが示さ

れた。また研究者による科学コミュニケーション

活動の目的として、経験の有無に関わらず、「そも

そも研究者の役割として、研究の経緯や成果を社

会に公開するため」、「科学技術や学術への興味を

喚起するため」、「研究者の義務として、研究者の

能力を社会的課題の解決に役立てるため」といっ

た回答が８割を超え、科学コミュニケーション活

動が研究者の社会的責任として意識されている

ことが示唆された。その一方で、研究者による科

学コミュニケーション活動が根付いているか否

かに対する設問には、根付いて来ているという回

答は少なかった。

以上の先行研究から得られた知見を参考に発

表者は以下のようにリサーチクエスチョンを設

定し、それに基づき質問票の設計を行った。

 
【リサーチクエスチョン】 
ⅰ）九州大学の研究者の科学コミュニケーション

への認知度はある程度は高いと思われる。JST 報

告書の調査結果を考慮すると５割程度の知名度

はあるのではないかと予測された。

ⅱ）九州大学の研究者の科学コミュニケーション

に対する受容度は余り高くない可能性がある。

JST 報告書の調査結果を考慮すると３割程度の

受容度ではないかと予測された。（以下略 詳細

はⅱを参照）

以上２点のリサーチクエスチョンを基に質問

票の設計を以下のように行った。

 
【質問票の設計】 
質問票の構成は以下の通りである。 

①「科学コミュニケーション」（あるいは科学技術

コミュニケーション、サイエンスコミュニケー

ションとも呼称される）という用語への認知度

を問う設問 
②「第 6 期科学技術・イノベーション基本計画」

において科学コミュニケーション活動の活発
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化が推奨されていることに関する認知度を問

う設問 
③調査対象者が、どのような活動を「科学コミュ

ニケーション活動」として認知しているかを問

う設問 
④③の選択肢中の各活動への参加の意向を問う

設問（参加・活動経験の有無は不問とした） 
⑤～⑥ 上記の③と④の理由について選択肢を

設けて問う設問 
⑦④で否定的な回答者に、どのような条件・環境

が整えば参加できるようになるかを問う設問 
⑧学生が科学コミュニケーション活動に参画す

ることの可否を問う設問 

⑨研究倫理への意識を問う設問 
本報告では、特に⑧を中心に①、②、⑨の調査

結果に焦点を当てて報告する。 

質問票調査の概要

国立大学法人 九州大学の全教員（教授、准教授、

講師、助教、准助教）合計 人に対して

年度と 年度の 回に分けて自記式の質問票

を学内便で発送した。 年度末までに、 人

から返送いただくことができた（下の表 を参照）。

回収率は ％であった。

表１ 回答者の所属部局別回収数（人）

部部局局名名等等 回回収収数数（（人人）） 部部局局名名等等 回回収収数数（（人人）） 
医学研究院  基幹教育院  
薬学研究院  人文科学研究院  
歯学研究院  比較社会文化研究院  
工学研究院  人間環境学研究院  
理学研究院  法学研究院  
農学研究院  経済学研究院  

総合理工学研究院  言語文化研究院  
システム情報学研究院  高等研究院  

数理学研究院  学術研究・産学官連携本部  
マス・フォア・インダストリ研究所  記録資料館  

芸術工学研究院  学内共同教育研究施設  
所属部局不明（ 年度）  所属部局不明（ 年度）  

【質問票調査結果の一部】

以下に調査結果の一部を記述する。 
先ず「科学コミュニケーション」という用語の

認知度であるが、九州大学所属研究者（以下、回

答者と表記する）の「科学コミュニケーション」

という用語への認知度は、「よく知っていた」と

「知っていた」を合計しても４割に満たない結果

となった。次に科学コミュニケーション活動への

受容性であるが、これまでの科学コミュニケーシ

ョン活動への実際の参加・活動経験の有無は不問

とし、当該活動への参加の意向を質問した。その

結果、「ぜひ参加したい」と「参加したい」の選択

肢の合算した回答が割合では７割を超えた。回答

者の、サイエンスカフェ等の特に双方向性の顕著

な科学コミュニケーション活動への受容性は高

いということが判明した。この結果は「科学コミ

ュニケーション」という用語に対する知名度が４

割弱と低いことを考えると意外な結果であった

と言える。科学コミュニケーション活動の具体例

（例えば「サイエンスカフェ」、「サイエンスショ

ップ」、「コンセンサス会議」）については、それぞ

れに解説文を付した上で質問を行ったものであ

る。そのため、これらの活動に回答者の知的な関

心を惹いた可能性も想定されるが、この点につい

ては調査結果のより深い分析が必要であり、軽々

には結論付けられないと考えた。

以上は、第 37 回年次学術大会で発表した内容

の一部を再掲したものである。 
 
２ 本報告における分析方法

本報告においては、以上の質問票調査から得ら

れたデータの深堀を以下の考え方で行った。

統計解析を行うために、説明変数と目的変数を

以下のように設定した。

目的変数：目的変数として学生の科学コミュニケ

ーション活動に対する受容性を以下の考え方で

設定した。先ず実際の設問であるが「問７ あな

たは問 に記載された１０から１４までの各番

号の科学コミュニケーション活動に、学生（学部

生・大学院生等）が参加することに賛成ですか。
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以下の選択肢から１つ選んで番号に○を付けて

下さい」として、選択肢「 学生の参加に積極的

に賛成」、「 学生の参加に賛成」、「 学生の参

加に反対」、「 学生の参加に積極的に反対」、「

わからない」の５選択肢を設定した。 × の形式

のクロス集計を行うために①と②を「受容性高

い」、③と④と⑤を「受容性低い」と設定した。

説明変数：説明変数として、回答者（九州大学所

属研究者）の「性別」、「年齢階層」、「勤続年数」、

「研究分野（理系・文系）」を設定した。年齢階層

は 歳代から 歳代までを若年層、 歳代以上

をシニア層として集約した。勤続年数は勤続年数

年未満までを短期、 年以上を長期として設

定した。研究分野は理系と文系で区分し設定を行

った。その上で、上記の目的変数と各説明変数間

で × の形式のクロス集計を行った。

以上の分析には IBM SPSS Statistics Ver.28 
STANDARDを使用しクロス集計を行いχ二乗検

定による有意確率の検討を、 ％水準を上限とし

て両変数の間に関連はないという帰無仮説を設

定して行った。

３ 分析結果
－若年層回答者の受容性が高い

先ず「学生の科学コミュニケーション活動受容

性」と回答者の性別の関連であるが、以下の表

の通り、割合で見れば女性の受容性が高い割合が

受容性の低い割合よりも ％だけ高い。しかし

この結果についてのχ二乗検定の結果の 値は

であり ％水準でも有意差は認められなか

った。このため両変数間に関連はないとする帰無

仮説は棄却されなかった。

一方「学生の科学コミュニケーション活動受容

性」と回答者の年齢階層別の関連であるが、次頁

の表 の通り、若年層（ 歳代まで）の方がシニ

ア層（ 歳代以上）よりも受容性は明らかに高い。

若年層の「高い」割合は ％であり低い割合の

％を約 ％も上回っていた。一方シニア層の

「高い」割合は ％であり低い割合は ％

と低い割合が約 ％も上回っていた。この結果だ

けを見ると若年層の方が、学生の科学コミュニケ

ーション活動に対する受容性はシニア層よりも

高いと言えるかもしれない。この結果についての

χ二乗検定の結果の 値は であり ％水準

での有意差が認められた。このため両変数間に関

連はないとする帰無仮説は棄却された。
このように年齢階層別との関連で有意差の認めら

れる結果が得られたので、次に「学生の科学コミュ

ニケーション活動受容性」と回答者の勤続年数の

関連を検討してみることした。その結果が、次頁

の表 である。勤続年数が十年未満の方が十年以

上よりも受容性は若干高い。十年未満の「高い」

割合は ％であり低い割合の ％を ％

上回った。一方十年以上の「高い」割合は ％

であり低い割合が ％と低い割合が ％上回

っていた。この結果だけを見ると勤続年数の短い

方が、学生の科学コミュニケーション活動に対す

る受容性が高いと言えるかもしれない。しかしな

がら、この結果についてのχ二乗検定の結果の

値は であり ％水準でも有意差が認めら

れなかった。したがって両変数間に関連はないと

する帰無仮説は棄却されなかった。

最後に回答者を理系と文系に分類して「学生の

科学コミュニケーション活動受容性」との関連を

検討した。ここでは理学、工学、理学、農学、医

学、薬学、歯学の各研究院と理系の学内共同教育

研究組織に所属する回答者を理系とし、経済、法、

教育、人文、芸術の各研究院並びに文系の学内共

同教育研究組織に所属する回答者を文系として

区分しクロス集計を行ったものである。その結果

は次頁の表 に示す通り、理系の回答者の受容性

の高い割合が ％高かった。一方、文系の回答

者の場合は受容性が高い割合が低い割合よりも

％低かった。この結果についてのχ二乗検定

の結果の 値は であり ％水準でも有意

差が認められなかった。したがって両変数間に関

連はないとする帰無仮説は棄却されなかった。

表 学生の科学コミュニケーション活動受容性と性別のクロス集計結果

男性 女性 合計

学生の科学

コミュニケ

ーション活

動受容性

高い 度数（人）

低い 度数（人）

合計 度数（人）
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表 学生の科学コミュニケーション活動受容性と年齢階層別のクロス集計結果

若年層

（ 歳代まで）

シニア層

（ 歳代以上） 合計

学生の科学

コミュニケ

ーション活

動受容性

高い 度数（人）

低い 度数（人）

合計 度数（人）

 
 
表 学生の科学コミュニケーション活動受容性と勤続年数階層別のクロス集計結果

短期

（勤続年数が

年未満）

長期

（勤続年数が

年以上） 合計

学生の科学

コミュニケ

ーション活

動受容性

高い 度数（人）

低い 度数（人）

合計 度数（人）

表 学生の科学コミュニケーション活動受容性と理系・文系別のクロス集計結果

理系 文系 合計

学生の科学

コミュニケ

ーション活

動受容性

高い 度数（人）

低い 度数（人）

合計 度数

 

 
４ 調査結果のまとめと考察

以上の分析結果からは、九州大学においては

歳代までの若年層の研究者の方が 歳代以上の

シニア層の研究者よりも、学生が科学コミュニケ

ーション活動に参加することへの受容性は高い

と言えそうである。一方で性別、勤続年数、研究

分野（理系・文系）では有意差は認められなかっ

た。

大学における科学コミュニケーション活動は、

たとえ熱心に取り組んだとしても研究者として

の業績としては認められないことが多く、その点

が科学コミュニケーション活動を活性化する上

での隘路であると先行研究のイギリス政府科学

技術局とウェルカム財団のジョイントレポート

（ 年）でも強調されていた。このことから若

年層の方がシニア層より科学コミュニケーショ

ン活動に対して後ろ向きなのではないかという

予測が発表者にあったのである。大学においては

採用時または昇進時において若年層の方がより

厳しく業績が求められるからである。しかしこの

予測は覆されたと言えよう。
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では、なぜ若年層の回答者の方がシニア層より

も学生が科学コミュニケーション活動に参加す

ることに対する受容性が高いのであろうか。その

理由であるが、科学コミュニケーション活動の社

会的意義を認める傾向が若年層回答者において

高いことが考えられる。これは第 期科学技術基

本計画策定（ 年閣議決定）以来、科学コミュ

ニケーション活動の重要性が、わが国の科学技術

政策推進の中で強調されてきたことの結果であ

るかもしれない。この点については調査結果のよ

り深い分析が必要であり、軽々には結論付けられ

ないと考える。なぜなら質問票調査結果の回収率

が先述のように ％と 割に達していなかっ

たことから、特に科学コミュニケーション活動に

対して好意的な研究者が回答者に多かったとい

う「回答者バイアス」とでも表現すべきバイアス

が働いたとも考えられるからである。このため今

回の分析結果については、自由回答の参照や、回

答者へのインタビュー調査などの更なるデータ

の深堀が必要であると考える。

本報告並びに質問票調査は、文部科学省科学研

究費補助金・基盤研究（C）「国内大学等研究機関

における科学コミュニケーション活性化方策の

研究」（研究課題/領域番号 21K02927）の助成を

得て実施したものである。 
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